
様式 １　公表されるべき事項

大学共同利用機関法人人間文化研究機構（法人番号1012805001336）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  令和４年度における役員報酬についての業績反映のさせ方
　　　（業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和４年度における改定内容

当機構は、人文系分野における日本の中核的、国際的研究拠点として、共同利用・共同
研究を通じた基盤的研究の推進を目的とする研究・教育事業を実施している。

役員報酬水準を検討するにあたって、国家公務員及び同じ大学共同利用機関法人である
他の3機構（自然科学研究機構、高エネルギー加速器研究機構、情報・システム研究機構）
を参考とした。
（１）大学共同利用機関法人

他の3機構は、同じ大学共同利用機関法人として当機構と同様に研究・教育事業を実施し
ている。公表資料によれば、令和３年度の法人の長の報酬額は19,096千円（平均）、常勤理
事の報酬額（平均）は16,167千円、非常勤理事の報酬額（平均）は3,627千円、監事の報酬
額（平均）は13,166千円、非常勤監事の報酬額（平均）は2,223千円であり、公表対象年度の
役員報酬規程に記載された本給等を勘案すると、法人の長の報酬額が19,083千円、理事の
報酬額（平均）が16,166千円、非常勤理事の報酬額（平均）は3,627千円、監事の報酬額（平
均）は13,614千円、非常勤監事の報酬額（平均）が2,223千円と推察される。
（２）事務次官の年間給与額

平成30年中の年間給与額は、23,374千円である。

勤勉手当については、人間文化研究機構役員給与規程により、その者の業務実績に応じ、
経営協議会に諮ってこれを増額し、または減額することができる。

令和４年度においては、業務実績に反映するほど特に顕著な業績や業績不振とされること
がなかったため、業務実績に基づく役員報酬の増減は行わなかった。

機構長の報酬は、月額及び期末手当から構成される。月額については、
役員給与規程に則り、本給（1,035,000円）及び地域手当と状況に応じた
通勤手当及び単身赴任手当を加算して算出している。また、期末手当に
ついても、役員給与規程に則り、期末手当基準額（本給＋地域手当の合
計額に100分の20を乗じて得た額及び本給に100分の25を乗じて得た
額）に100分の60.5を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以内の期間に
おけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
勤勉手当については、勤勉手当基準額（本給＋地域手当＋広域異動手
当）に期末手当及び勤勉手当支給細則で定める基準に従って勤務成績
を反映させた割合を乗じて得た額としている。

なお、令和４年度においては、下記のとおり報酬制度の改定を行った。
○期末手当支給率の引き下げ

国に準拠し、期末手当支給率について、年間平均0.05月分引き下げを実施し
た。

（令和４年６月施行）
○勤勉手当成績率の引き上げ

国に準拠し、勤勉手当支給率について、年間平均0.05月分引き上げを実施し
た。

（令和４年１２月施行）
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理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況
令和４年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

18,718 12,420 3,737
2,484

７７
（地域手当）
（通勤手当） 4月1日 ※

千円 千円 千円 千円

14,954 9,816 2,954
1,963

221
（地域手当）
（通勤手当） 4月1日 ※

千円 千円 千円 千円

15,273 9,132 4,193
1,826

122
（地域手当）
（通勤手当） 4月1日 ※

千円 千円 千円 千円

15,292 9,132 4,193
1,826

141
（地域手当）
（通勤手当） 4月1日 ※

千円 千円 千円 千円

3,192 3,192
（　　　　）

4月1日

千円 千円 千円 千円

該当者なし
（　　　　）

千円 千円 千円 千円

1,812 1,812
（　　　　）

※

千円 千円 千円 千円

1,812 1,812
（　　　　）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　 　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：総額、各内訳について千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

役名

F理事
（非常勤）

C理事

B監事
（非常勤）

A監事
（非常勤）

前職

監事

法人の長

B理事

就任・退任の状況

A理事

その他（内容）

法人の長に準じて得た額としている。令和４年度の改定については、法
人の長に同じ。

非常勤理事の報酬は、役員給与規程に則り月額を決定し支給する。月
額については、本給のみで構成され、その他手当の支給はない。

該当者無し。

非常勤監事の報酬は、役員給与規程に基づいた月額を支給する。月
額については、本給のみで構成され、その他手当の支給はない。
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３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

大学共同利用機関法人人間文化研究機構は、6つの大学共同利用機
関が旧来の学問の枠を超えて連合し、問題解決型の課題研究にも取り
組み、新しいパラダイムを創出する、人間文化の総合的学術研究の世界
的拠点となることを目標とし、その達成に向けて、各機関及び関連大学・
研究機関等との連携・協力、個々の研究領域を超えた研究展開及び人
間文化の学際的・統合的研究の新展開を機構長のリーダーシップの下
で推進している。

そうした中で、人間文化研究機構長は6つの大学共同利用機関から構
成される法人の代表としてその業務を総理し、所属職員を統督し、経営
責任者としての職務を担っている。他の大学共同利用機関法人の長と比
較した場合、法人の有する大学共同利用機関数が多く、より職責が重い。

また、事務次官の年間給与額23,374千円と比べてもそれ以下となって
いる。

こうした職務内容の特性や大学共同利用機関法人との比較を踏まえる
と、報酬水準は妥当であると考えられる。

理事は、機構長を補佐して機構の担当業務を掌理し、経営責任者とし
ての職務を担っている。

理事の役員報酬については、各理事の経歴等を勘案して決定している
ところであり、法人の職責が近い大学共同利用機関法人の理事との比較
を踏まえ、報酬水準は妥当であると考えられる。

理事は、機構長を補佐して機構の担当業務を掌理し、経営責任者とし
ての職務を担っている。

非常勤理事の役員報酬については、理事の報酬を基礎として月間所
要勤務日数を勘案して決定していることから、報酬水準は妥当であると
考えられる。

監事は，本機構の業務を監査し、監査の結果に基づき、必要があると
認めるときは機構長または文部科学大臣に意見を提出する職務を行っ
ている。

非常勤監事の役員報酬については、理事の報酬を基礎として月間所
要勤務日数を勘案して決定していることから、報酬水準は妥当であると
考えられる。

該当者なし

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国
立大学法人との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であ
ると考える。
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４　役員の退職手当の支給状況（令和４年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注１：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注２：役員在職期間を役員退職手当規程に適用させて算出した金額を記載するとともに、
　　　括弧内に、役員在職期間に職員在職期間を通算した期間（「法人での在職期間」欄
　　　の括弧内期間）をもって当該役員の在職期間として算出した金額を記載する。

理事
（非常勤）

監事

法人の長

理事

法人での在職期間

監事
（非常勤）
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５　退職手当の水準の妥当性について
【法人の判断理由等】

区分

法人の長

理事

【文部科学大臣の検証結果】

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

該当者なし

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

該当者なし

該当者なし

監事

監事
（非常勤）

該当者なし理事
（非常勤）

該当者なし

判断理由

勤勉手当については、人間文化研究機構役員給与規程により、その者の業務実績
に応じ、経営協議会に諮ってこれを増額し、または減額することができる。

該当なし
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和４年度における主な改定内容

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
　　　（業績給の仕組み及び導入実績を含む。）

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

当該法人職員の給与水準を検討するにあたって、他の大学共同利用機関法人、国家公務
員のほか、令和４年職種別民間給与実態調査のデータのうち、事業規模が同等である企業
規模別・職種別平均支給額を参考とした。
（１）他の大学共同利用機関法人

他の大学共同利用機関法人（自然科学研究機構、高エネルギー加速器研究機構、情報・
システム研究機構）も本機構と同様、研究者コミュニティによって運営され、国内外の研究者
に研究の場を提供し、各分野の先端的な共同研究を行う中核的研究拠点として研究・教育事
業を実施している。
（２）国家公務員

令和4年度年国家公務員給与等実態調査によると、行政職俸給表（一）適用者の平均給与
月額は405千円であり、教育職俸給表（一）適用者の平均給与月額は471千円である。教員の
平均給与月額が教育職俸給表（一）適用者を上回っているが、その主な原因は年齢別構成
によるものであると考えられる。
（３）職種別民間給与実態調査

令和4年職種別民間給与実態調査を参考に、当該法人と同等の規模・職種別の平均支給
月額を比較したところ、事務職員・教員ともに民間給与の平均以下の水準となっている。

勤務成績に基づき年１回の昇給時における昇給の号給数及び勤勉手当に反映させる。
また、年俸制適用者については、年度毎の業績評価を実施し、翌年度の本給及び業績給に

反映させる。

職員給与規程に則り、本給及び諸手当（扶養手当、機関長手当、管理職手当、地域手当、
広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、超過勤務手当、休日
給、夜勤手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、期末手当及び勤勉手当）を支給して
いる。

期末手当については、期末手当基準額（本給＋扶養手当＋地域手当＋広域異動手当）に
6月に支給する場合は100分の120を乗じ、さらに基準日以前6ヶ月以内の期間における在職
期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基準額（本給＋地域手当＋広域異動手当）に期末手当及
び勤勉手当支給細則で定める基準に従って勤務成績を反映させた割合を乗じて得た額とし
ている。

なお、令和４年度においては、下記のとおり報酬制度の改定を行った。
○期末手当支給率の引き下げ

国に準拠し、期末手当支給率について、年間平均0.15月分引き下げを実施した。
（令和４年６月施行）

○月例給の引き上げ
匡に準拠し、本給表の若年層に係る級号給を中心に、平均0.3％の引き上げを実施した。
（令和５年２月施行、令和４年４月適用）

○勤勉手当成績率の引き上げ
国に準拠し、勤勉手当支給率について、年間平均0.10月分引き上げを実施した。
（令和５年２月施行、令和４年１２月適用）
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

324 48.4 8,092 5,891 167 2,201
人 歳 千円 千円 千円 千円

169 42.8 6,274 4,615 164 1,659
人 歳 千円 千円 千円 千円

150 54.0 9,886 7,126 173 2,760
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 67.5 15,745 11,998 66 3,747

人 歳 千円 千円 千円 千円

7 62.2 5,095 4,311 129 784
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 62.2 5,095 4,311 129 784

人 歳 千円 千円 千円 千円

66 47.2 3,913 3,379 158 534
人 歳 千円 千円 千円 千円

36 49.5 3,664 2,685 133 979
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

30 44.4 4,213 4,213 188 0

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：常勤職員区分、任期付職員区分及び非常勤職員区分中の医療職種については、該当者がないため
　　　欄を省略した。また、在外職員の区分については、該当者がないため表を省略した。

注３：「指定職種」とは、特に指定された高度な業務を行う職種を示す。

注４：「教育職種（プロジェクト研究員）」とは、人間文化研究機構の各機関における特定のプロジェクトに
　　　従事する職員を示す。
注５：非常勤職員中の「教育職種（大学教員）」については、該当者が２名のため、当該個人に関する
　　　情報が特定されるおそれのあることから、区分以外は記載せず、非常勤職員全体の数値からも
　　　除外している。

教育職種
（大学教員）

教育職種
（プロジェクト研究員）

事務・技術

事務・技術

非常勤職員

教育職種
（大学教員）

区分

指定職種

うち賞与うち所定内平均年齢
令和４年度の年間給与額（平均）

常勤職員

再任用職員

総額
人員

事務・技術
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［年俸制適用者］

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 64.2 13,137 13,137 259 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 64.2 13,137 13,137 259 0

人 歳 千円 千円 千円 千円

34 47.3 5,934 5,934 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

18 43.3 6,600 6,600 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

16 51.7 5,184 5,184 0 0

注１：年俸制適用者について、在外職員、再任用職員及び非常勤職員の区分は、該当者がないため
　　　表を省略した。　　

特任研究員

特任専門職員

常勤職員

教育職種
（大学教員）

任期付職員

人員 平均年齢
令和４年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内区分 うち賞与
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②

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
注２：教育職員（大学教員）の年齢32～35歳の該当者は1人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの
　　　あることから年間給与額については表示しない。
注３：教育職員（大学教員）の年齢36～39歳の該当者は4人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれの
　　　あることから年間給与額の第１・第３分位については表示しない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）)〔在外職員、任期付職員及
び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

局長 1

部長 4 57.3 10,806

課長 15 53.0 8,916

課長補佐 17 54.7 7,417

係長 65 44.9 6,224

主任 26 40.8 5,224

係員 41 30.4 4,321

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

教授 84 57.6 10,822

准教授 58 49.7 8,545

助教 8 46.3 6,528

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
注2：「事務・技術職員」中の局長について、該当者2名以下のため、当該個人に関する情報が特定
　　　されるおそれのあることから、人員についてのみ記載する。
注3：「事務・技術職員」中の部長について、該当者４名以下のため、当該個人に関する情報が特定
　　　されるおそれのあることから、人員、平均年齢及び平均年間給与額についてのみ記載する。

（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

53.3 50.6 51.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 46.7 49.4 48.1

％ ％ ％

         最高～最低　53.5～42.5　　 56.6～44.9 54.5～43.7

％ ％ ％

55.3 52.9 54.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.7 47.1 45.9

％ ％ ％

         最高～最低 49.6～41.2 51.6～43.6 48.9～42.4

（教育職員（大学教員））

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

51.4 49.5 50.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 48.6 50.5 49.6

％ ％ ％

         最高～最低 58.6～43.2 60.2～45.1 57.1～44.5

％ ％ ％

55.5 53.0 54.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.5 47.0 45.8

％ ％ ％

         最高～最低 56.0～42.5 55.6～44.9 55.8～43.7

④

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

分布状況を示すグループ

賞与（令和４年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

7,175～6,169

年間給与額

（最高～最低）

6,628～4,290

一律支給分（期末相当）

分布状況を示すグループ

～

人員
年間給与額

（最高～最低）

～

10,119～8,303

8,020～6,958

7,277～4,948

9,548～7,047

平均年齢

千円

5,629～3,487

千円

13,351～8,527

人員 平均年齢
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３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　　98.9

注：上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、令和４年度の

 　　教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

　なお、平成１９年度までは教育職員（大学教員）と国家公務員（平成１５年度の教育職（一））との給与水準

（年額）の比較指標である。

講ずる措置
　引き続き、給与水準の適切性の維持に努める。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　90.5
・年齢・地域・学歴勘案　　　 　94.1

　給与水準の妥当性の
　検証

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　92.6％】
（ 国からの財政支出額  ：11,900百万円、
　 支出予算の総額　　　：12,846百万円　　（令和４年度予算））
【累積欠損額　0円（令和3年度決算）】
【事務・技術職員の管理職割合  11.8％（169名中20名）】
【研究教育職員の管理職割合　 25.9％（158名中41名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　 89.3％（327名中292名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　28.3％】
（ 支出総額　　　　　　　　：12,031百万円、
　給与・報酬等支給総額 ： 3,406百万円　（令和４年度決算））

（参考）対他法人　　　　　 105.5

（法人の検証結果）
　国からの財政支出割合が90％を超えているものの、地域・学歴等を勘案
した場合も含め法人基準年齢階層ラスパイレス指数（対国家公務員）が100
未満となっていることから、社会一般の情勢及び国家公務員の給与水準を
十分考慮して適正な給与水準に決定されている。
　また、他の大学共同利用機関法人とは同水準の給与であること、同規模
の民間企業の月平均支給額と同水準であることから、給与水準が妥当であ
ると考える。

（文部科学大臣の検証結果）
　法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業
員の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、
国家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性につ
いて、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関
する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与及び民間企業の従業員の給与等を総合
的に勘案したうえで、職員の給与水準を設定しており、法人における給与
水準の妥当性の検証結果から、適切な対応が執られていると考える。引き
続き、適切な給与水準の設定に努めていただきたい。

・年齢勘案　　　　　　　　　　　 91.7

対国家公務員
指数の状況

・年齢・地域勘案　　　　　　　　94.4

内容項目
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４　モデル給与

※　扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子１人につき10,000円）を支給。

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

【事務職員】

○ ２２歳（大卒初任給、係員）
月額 207千円 年間給与 3,099千円

○ ３５歳（主任）
月額 316千円 年間給与 5,247千円

○ ５０歳（課長補佐）
月額 431千円 年間給与 7,211千円

【教育職員（大学教員）】
○ ２２歳（大卒初任給、助教）

月額 246千円 年間給与 3,686千円
○ ３５歳（准教授）

月額 446千円 年間給与 7,500千円
○ ５０歳（教授）

月額 565千円 年間給与 9,608千円

勤務成績により年１回の昇給時に昇給の号給数に反映させるほか、勤勉手当の増減を行い、今後
も継続する。

また、平成２７年１０月より、年俸制を導入した。年俸制適用者については、毎年度末に業績評価を実施
し、基本給および業績給にその結果を反映させる。
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Ⅲ　総人件費について

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

特になし

非常勤役職員等給与

福利厚生費
711,123

給与、報酬等支給総額
3,823,018

263,575

1,902,641

区　　分

退職手当支給額

最広義人件費
6,700,359

注：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

①「給与、報酬等支給総額」、「最広義人件費」について
「給与、報酬等支給総額」の対前年度比は27,625千円増（＋0.81％）であり、その主な
要因は、常勤教員数の増加による。
「最広義人件費」の対前年度比は-181,323千円減（△2.80％）であり、その主な要因は、
退職手当支払額の減によるものである。

②退職手当の支給水準引き下げについて

「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成29年11月17日閣議決定）に基づ

き、平成30年1月29日から引き続き以下の措置を実施している。

役員に関する講じた措置の概要

退職手当額について、従前の計算式で得た額に調整率「100分の83.7」を乗じて得た

額とすることにより、退職手当支給水準を引き下げる改正。
職員に関する講じた措置の概要
退職手当額計算における調整率を「100分の83.7」とし、退職理由や勤続年数にかか

わらず適用することにより、退職手当支給水準を引き下げる改正。
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